第6章  台湾

台湾では、2001年に実質生産額がかなり大幅に下落し、統計が公表されている1952年以降初めて実質GDPの年間成長率がマイナスを記録した（Republic of China, Council for Economic Planning and Development, 2001）。表6.1は実質GDPが2001年に2.2％縮小すると見込んでおり、これは表1.2に掲載された予測値の平均に等しい。台湾の成長を阻んだのは情報技術（IT）産業の世界的な不振、民間総固定資本形成の急速な減少、そして国内の政治不安である。月間の失業率は2000年半ばまでのほとんどの時期で3％を下回っていたが、2001年には前年の平均失業率3.0％から4.5％へと急上昇する見通しである。2001年1～10月の各月における就業者数の増加率は年率でマイナスを記録した。国内需要が2002年上半期も低迷するとの予想から、失業率はさらに増加する見込みである（Chuen and Ngai, 2001）。ニュー台湾（NT）ドルも減価し、2001年末の対米ドル・レートは近年で最も減価した1998年8月末の水準をさらに下回った。

表1.2の中で最近発表された2002年における成長率の予測値（ADB, EIU, IDE, IMF）は0.7～2.1％であり、その内三つの予測値は2％に非常に近く、同年に景気が転換することを示唆している。Chung-Hua Institute for Economic Research（2001） とTaiwan Institute of Economic Research（2001） も同様の予測を行っており、その予測値の平均は約2.0％である。同予測値は民間消費の1.3～2.3％の上昇と、輸出および固定資本投資需要の緩やかな回復を想定している。ADBとEIUは輸出と輸入（米ドル・ベース）がかなり力強く回復すると見込んでおり、全ての予測が非常に緩やかなインフレーションを見込んでいる。

2001年に初めて、一年を通じて生産高が縮小した主な要因は何か。第一に、台湾の輸出、特にハイテク関連のエレクトロニクス製品の輸出が劇的に減少したことによって、財貨･サービスの輸出（実質値）が実質GDPよりも大幅に減少し、輸出の実質GDPに占めるシェアは2000年の56％から2001年第1～3四半期の52％へと低下した（表6.1）。国際収支データ（表6.2）が示すように、輸出の対GDP比の低下は主として財貨輸出の減少によってもたらされた。また表6.3の財貨貿易の内訳が示すように、財貨輸出の減少の主要因は事務用･電算機器、通信機器等、その他電気機器の三つのエレクトロニクス部門における輸出の下落であり、この3項目を合計したシェアは2000年の47％から2001年1～9月期の44％へと低下している。このように2002年の台湾経済は輸出の動向に大きく依存しており、それはまた主要貿易相手国、特に米国とアジア諸国におけるハイテク関連製品の回復に大きく依存している。

二つ目の重要な要因は、実質民間総固定資本形成が急速に減少し、しかも実質輸出と同様に、その減少幅は実質GDPのそれを上回った点である。この点は、表6.1で民間総固定資本形成の実質GDPに対する比率が2000年の16％から2001年第1～3四半期の13％へと低下したことから確認できる。この比率の低下もおそらく上述のハイテク部門の輸出および生産の減少と関連している。加えて、国内の政治不安と台中関係の緊張を理由に、投資リスクが増大し、期待収益率が低下したため、国内の民間総固定資本形成は減少した。これらマイナスの要因によって、企業は2001年に在庫投資を減少させた（Republic of China, Directorate-General of Budget, Accounting and Statistics, 2001c）。日本の今後の成長予想は依然として厳しいため、米国経済とアジア諸国における回復の度合いが国内の民間投資回復の重要な要因となる。

台湾の脆弱な経済状況の背後にある三番目の重要な要因は政治の不安定である。2000年5月に民主進歩党（民進党：DPP）の陳水扁総統が就任してからの18ヵ月間、国会はそれまで55年間政権を維持していた野党の国民党（Kuomintang: KMT）によって支配されていた。その結果、民進党と国民党との間で政治は行き詰まり、重要法案の決定の遅れや台湾経済への期待に悪影響を与えた。政治的な内部抗争や一連の政策変更によって不安定な政治的状況が生まれた。2001年12月1日の総選挙で民進党は87議席、国民党は68議席、親民党（PFP）は46議席、台湾団結連盟（TSU）は13議席、その他が11議席を獲得した。李登輝前総統の主導によって、台湾団結連盟は民進党との連携に合意したが、両党が225議席の国会で過半数を占めるにはさらに13議席必要である。このように国内の政治的緊張は依然として厳しい状態が続くと思われる。陳総統は野党と手を組む道を探らなければならない。

2001年第1～3四半期に資産市場は下落し続け、10月3日の台湾加権指数は3,466であった（Yahoo, 2002）。これは前年末比で44％下落した2000年末の株価をさらに27％下回っている（表6.2）。しかし、株価は2001年第4四半期に力強く回復し、同年末の株価は2000年末比で17％上昇した。政府は株価を支えるために国家安定基金を通じて株式市場に頻繁に介入したが、2001年第1～3四半期に株価の下落傾向を反転させることはできなかった。不動産部門も同時期に不振であったが、低金利、株式市場の回復、台湾中央銀行と財務省による優遇貸出しによって、2001年第4四半期に回復に転じた（Chiu, 2002）。加えて、中国本土を含む海外の投資家が台湾の不動産に投資することを認める新法が導入され、需要の増加に貢献した。資産市場に回復の兆候が見られるにもかかわらず、いつ経済の他の部門が景気後退から回復に転じるか、そして回復に転じた場合のその回復の力強さと、それがどの程度持続するかについて、エコノミストは慎重な見方をしている。

2000年11月から2001年9月にかけて、貸出残高に占める不良債権（NPL）の比率が6％から10％に増加した（Business Week, 11 December 2000, pp.16-17; Asiaweek, 5 October 2001, p.24）。これはまだ台湾の銀行システムの存続を脅かすものではないが、いくつかの国営銀行は困難に陥っているようである。国民党政権下では、融資対象と認められないほど経営状態の悪い企業に対して優遇貸付を行うよう国営銀行は指示を受けていた。不良債権は2002年にはさらに増加する見通しである。国会は2000年11月に新たな銀行合併法案を可決したが、民間銀行は経営状態の悪い国営銀行と合併することに消極的である。

台湾は過去20年にわたって東アジア諸国の中で最も力強く持続的な発展を遂げた経済であり、実質GDPの成長率が5％を下回ったのはわずか4回である（1982年、85年、98年、2001年；表6.1）。NTドル･ベースの一人あたり実質GDPは1982～2000年に3倍に増加した。米ドル・ベースと国際ドル･ベースの一人あたりGDPは生活水準のよりいっそうの上昇を示唆している。さらに、国際比較に最適な尺度である国際ドル･ベースの一人あたりGDPが示すように、台湾は本報告で取り上げる11ヵ国中（日本、香港、シンガポールに次いで）4番目に豊かな国である。中等教育就学率も著しく上昇したが、その他の生活水準を示す指標（乳児死亡者数、出生時平均余命、非識字率、初等教育就学率）が示すように、台湾の生活水準は1982年時点ですでに高く、続く20年間もこの点での大きな変化は見られなかった。

雇用および生産の構造は過去20年にわたって劇的な変化を遂げた。就業者数とGDPに占める農業部門のシェアは1982年の19％と8％から2001年第1～3四半期の7％と2％へとそれぞれ低下した（表6.1）。就業者数とGDPに占める製造業部門のシェアはそれぞれ1987年の35％と1986年の39％をピークに、2001年には28％と25％へと低下した。貿易、金融業、行政サービス、運輸･通信業のGDPに占めるシェアの高さが示すように、台湾はサービス部門をベースとした経済へと変化してきている。

他のアジア諸国とは異なり、台湾は投資を大きく上回る貯蓄を維持し、過去20年間のほとんどの年で、多額の経常収支黒字を計上してきた（表6.2）。さらに総固定資本形成と民間総固定資本形成のGDPに占めるシェアは、香港、韓国、シンガポール、マレーシアなど他のアジアの中･高所得国と比較して、1990年代を通じて相対的に小さく、安定していた（表6.1）。すでに述べたように、2001年に民間総固定資本形成が急減したが、公的総固定資本形成の減少幅ははるかに小さかった。その上、2001年の民間総固定資本形成の実質GDPに占めるシェアは1989～92年のシェアを依然上回っている。対照的に、民間最終消費支出の実質GDPに占めるシェアは2001年第1～3四半期に著しく上昇しており、これが最終需要項目の中で唯一低下しなかった項目である。同シェアは1980年代終盤と1990年代初めに著しく増加し、その後かなり高い水準を維持してきた。他方、政府最終消費支出のシェアは1990年代に著しく低下した。貿易の実質GDPに占めるシェアは輸出、輸入共に過去20年にわたって著しく増加した。輸出製品の多くは輸入された中間財から生産されている。2001年第1～3四半期に輸入の対GDP比は輸出のそれよりも大きく低下したが、これは輸出の減少にもかかわらず海外からの需要が実際には増加したことを意味している。
過去20年間、台湾の物価は非常に安定している（表6.2）。GDPデフレータで見たインフレ率が4％を超えた年は無く、消費者物価指数で見ても5％を超えた年は無い。インフレ率は鉱業部門において比較的高かったが、農業や製造業、電気・ガス・水道業、建設業、サービス業の各部門においては通常かなり低かった。このような物価の安定が主因となり、NTドルの対米ドル・レート（期中平均）は1982～85年の39～40NTドルから1992年には25NTドルへと緩やかに増価した。1992年以降、NTドルはアジア金融危機が1997年半ばに起こるまで比較的安定していたが、以降減価し始め、1998年には33NTドルとなった。2000年には期中平均で31NTドルまで回復したものの、2000年終わりには再び減価し始め、期末値で2000年に33NTドル、2001年には35NTドルと減価し続けた。近年におけるマネーサプライの対GDP比や利子率の安定が示唆しているように、中央銀行は比較的保守的な金融政策を選択する傾向があり、そのことが物価や為替レートが概して安定していた一因となっている。対米ドル・レートの変動の影響もあり、輸出価格指数・輸入価格指数は1990年代初めには下落傾向、半ばには上昇傾向にあり、その後再び下落傾向にある。

台湾が直面する重要な問題の一つは、中央政府の財政収支赤字の増加であり、2000年時点でGDPの4.3％に達している（表6.2）。これに対応して中央政府の債務残高もGDPの約4分の1にまで上昇しており、このような財政状況は政府の活動全体を考慮すればより脆弱であると言える。広義の政府の財政収支赤字は、1997年3.8％、98年3.4％、99年6.0％、2000年4.7％と推計されており、表6.2で示されている中央政府の財政収支赤字よりもはるかに大きい場合がほとんどである（the Economist Intelligence Unit 2001）。その上、同推計によれば財政収支赤字は2001年と2002年には6％を超える見通しである。従って、他のほとんどの東アジア諸国と比べれば、台湾の政府債務の大きさは対GDP比で見ておそらく小さいであろうが、民進党が主導する現政権が直面する最も大きな課題の一つに、財政を慎重に運営しているという評判を台湾に取り戻すことがあるのは間違いない。

金融危機を経験した他のアジア諸国とは対照的に、1990年代初めから対GDP比で急速に低下してはいるものの、台湾は一貫して経常収支の黒字を維持してきた。しかしながら表6.2によると2001年第1～3四半期における経常収支黒字はGDP比で6.4％であり、これは表1.2に掲載されている通年の予測値3.4～3.6％よりもはるかに大きい。実際の数字はこれらの間、おそらくは5％前後であると思われる。なぜなら表6.3の財貨貿易のデータでは、2001年1～11月期の財貨貿易収支黒字（156億米ドル）は表6.2の経常収支黒字の見通し（194億米ドル）よりも小さく、表1.2の予測値から推計される貿易収支黒字よりも大きいからである。長期にわたるサービス収支の赤字にもかかわらず、台湾は近年多額の所得収支黒字を計上しており、それは多額の海外資産を所有する純債権国としての地位の結果である。投資収支においては、すべての項目で多額の流出と流入を記録している。しかし注目すべき重要な点は、外貨準備高が常に対内証券投資累計額を数倍上回っている点である。この指標は、対内証券投資の海外への多額の引き揚げが起こっても、台湾は比較的容易に対処できることを示している。

台湾の輸出構造は同国の製品輸出、特に機械製品輸出における比較優位を反映している。機械製品の輸出総額に占めるシェアは、2001年1～9月期には56％であったが、この水準はピークである2000年の58％よりも若干低い（表6.3）。機械製品の項目では、事務用・電算機器とその他電気機器の輸出が際立って大きく、それぞれ2000～01年に全体の約5分の1を占めていた。これら機械製品内の二つのカテゴリーにやや離れて続いているのが、繊維、一般機械、化学製品、その他雑製品であり、それぞれ6～8％のシェアを占めている。さらにシェアは小さくなるが、次に大きなシェアを持つカテゴリーは金属製品、通信機器等、鉄鋼であり、それぞれ3～5％を占めている。繊維・衣類・履物のような労働集約的製品のシェアは、1980年代初めには輸出総額のかなりの部分を占めていた。しかしそのシェアは賃金水準が上昇し、台湾が労働集約的製品からより資本・技術集約的製品へと特化していくにつれて、徐々に低下していった。農産物やその他一次産品の輸出は小さく、そのシェアも低下傾向にある。輸入もまた機械製品、特に主に中間財となるその他電気機器や主に資本財となる一般機械に集中している。一次産品（農産物、原材料、鉱物性燃料）の輸入は台湾の貿易にとってかなり重要であり、2001年の輸入総額のほぼ20％を占めている。

過去20年、米国が台湾の主要な輸出市場であった。しかしながら2001年に米国経済が深刻な停滞局面を迎えると、米国向けの輸出は2001年1～9月期において前年同期比で約20％減少した。それにもかかわらず、2001年1～9月期の米国のシェアは依然として輸出総額の約23％を占めている（表6.4）。表6.4によれば、香港のシェアも急激に上昇し、輸出総額の5分の1超にまで達しているが、その輸出の大部分はおそらく中国やその他市場向けであり、かなりの過大評価となっていると考えられる。例えば、台湾当局の推計によると、2000年の香港向け輸出の31％が中国向けであるとされている（Republic of China, Mainland Affairs Council, 2001）。一方、香港側の統計では、台湾の香港向け輸出の72％が中国を含む他の国に再輸出されると推計されている（Hong Kong, Census and Statistics Department 2000c）。その上、台湾の香港向け輸出額は台湾当局の統計と香港当局の統計で極端に大きく異なっている。例えば、台湾当局の統計では、台湾の香港向け輸出は2000年で310億米ドル（表6.4より計算）であるが、香港当局の統計では、香港の台湾からの輸入は160億米ドル（表4.4より計算）である。従って、明らかに台湾の統計（表6.4）においては香港向け輸出のシェアが過大評価されており、一方で他の諸国、特に中国のシェアが過小評価されている。米国、中国・香港に次いで大きな輸出市場は、欧州工業国（第3位）と日本（第4位）である。東南アジア数ヵ国に対する輸出シェアも上昇しており、それらを一つの地域にまとめると重要な輸出市場と見なすことができる。

台湾の輸入で最大のシェアを占めるのは日本からの輸入であり、次いで米国、欧州工業国からの輸入が大きい。2000年の輸入総額のほぼ57％がこれら工業国からの輸入であり、輸入相手国は輸出相手国ほど多岐にわたっていない（表6.4）。2001年に日本の輸入に占めるシェアは急落し、欧州工業国と米国のシェアの変化はわずかであった。他のアジア諸国の中では、韓国と中国が近年比較的重要な輸入相手国である。また、台湾は工業国、特に日本からの機械製品の輸入に大きく依存している。対照的に、中国からの輸入は労働集約的製品（繊維や衣類など）がほとんどである。

政治、安全保障の面で台湾と日本は多くの問題を抱えているが、両国間の経済関係においても時々摩擦が生じている。両国間の経済関係（表6.5参照）は台湾の世界全体に対する経済関係とほぼ逆になっている。最近になって緩和されてはきたが、台湾は日本の主要な輸出品目に対して輸入規制を課していた。それにもかかわらず台湾は日本に対して巨額の貿易赤字を計上している。対照的に、台湾は日本人に人気のある海外旅行先であるため、サービス収支はほとんどバランスに近い状態である。また、日本は台湾に多額の直接投資をしてきた重要な投資国であるが、1999～2000年には日本企業は純額で台湾から投資を引き揚げている。2000年にはこの直接投資からの収益もマイナスとなった。1995年と97年に、日本から台湾へのその他投資（主に貸付・借入と貿易信用）を通じた多額の資金流入が見られるが、それ以外の年では大きな資金流入は見られない。証券投資の資産項目、すなわち日本の居住者の台湾に対する証券投資は非常に少ないが、逆に同負債項目、すなわち台湾の居住者の日本に対する投資はずっと大きく、1995年と98～99年には台湾から日本へ多額の資金が投資されているのに対して、96～97年と2000年には台湾が日本から多額の資金を引き揚げている。台湾の対日貿易の商品別内訳を見ると、機械製品（特に一般機械）、化学製品、専門・科学的機器では台湾の輸入額が輸出額を超えるが、農産物では輸出額の方が上回っている。これは台湾の対世界貿易とほぼ逆の関係になっている（表6.3参照）が、両国間の貿易の内訳を見ると、台湾の対世界貿易の内訳と良く似ている。つまり、対世界貿易と同様、機械製品カテゴリーに集中する傾向があり、2000年には日本の台湾への輸出の53％、日本の台湾からの輸入の64％を占めるまでになっている。

中国と台湾の世界貿易機関（WTO）への加入は、中長期的には両国経済にとって新たな発展への機会となるはずである。両国の国内産業は最恵国（MFN）待遇を得ることで、他のWTO加盟国と同じ条件の下で、世界市場での競争が可能になる。その結果、電子産業や石油化学産業といった主力輸出部門で世界市場のシェアが増大すると期待されている。また、WTO加盟は貿易紛争を解決するルールを明確にし、貿易拡大の助けともなるであろう。しかしながら、短期的には貿易障壁の削減は労働集約的産業の生産・雇用の削減を招く可能性がある。つまり、台湾企業は労働集約的製造業を海外、特に海峡を挟んで向い合う中国へシフトする動きを加速すると考えられる。非製造業部門でも、最も厚く保護されてきた農業や銀行業部門で構造調整へ取り組むことを余儀なくされるであろう。それにもかかわらず、WTOへの加盟は台湾と他のWTO加盟国間の貿易・投資量を拡大させ、広範な産業において生産を拡大させるのは確かである。

台湾と中国を隔てている海峡における緊張関係は、海峡を挟む両国経済の交流が正常化へと歩み出せば、緩和するはずである。中国は今までのところ海峡間関係について陳総統と話し合うことを拒否している。その大きな理由は陳総統の独立支持の姿勢にあるが、陳総統は大陸側が台湾に武力行使をしない限り、独立を宣言することはないと約束している。しかしながら中国の態度には明らかな変化が見られる。2002年1月24日に銭其琛副総理は、独立派は民進党のごく一部にすぎず、民進党党員を大陸へ「適当な身分」で招待する意思があると表明した。このことは二国間協議実現の見通しを明るいものにしたが、実際に対話が実現するか否かはいまだに不透明である。
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